
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律(財政健全化法）に
基づき、健全化判断比率等（財政の健全性を判断する指標）を算定し、
監査委員の審査及び議会への報告を行いましたので、公表します。
　なお、健全化判断比率等には、指標毎に早期健全化基準が設定
され、いずれか一つでも満たさない場合には、財政活動の制限を受
けることになります。

　本市の指標は、いずれも国が定める早期健全化基準以下ですので、財政
状況は、概ね健全であるという状況です。

１.健全化判断比率の状況

　全ての公営企業会計において、資金不足は発生していないため、概ね健全
な運営が行われている状況です。

２.資金不足比率の状況

監査委員の意見

　標準的な年間収入に対する一般会計の実質的な赤字額の割合で、数値が
高いほど悪化していることを示すものです。

【実質赤字比率】

　標準的な年間収入に対する全ての会計の実質的な赤字額の割合で、数値
が高いほど悪化していることを示すものです。

【連結実質赤字比率】

　標準的な年間収入に対する一般会計などの実質的な借入金の返済額の
割合で、数値が高いほど悪化していることを示すものです。１８％を超えると、
起債が制限されます。

【実質公債費比率】

　標準的な年間収入に対する一般会計、特別会計、一部事務組合、第３セクター
などが抱える負債残高の割合です。年間収入に対して負債額が何年分に相当
するかを示すものです。本市は、43.3％ですので、約５か月分に相当します。

　健全化判断比率の審査を終えた監査委員から、８月19日に意見書が
市長に渡されました。意見の要旨は次のとおりです。
　「本市の健全化判断比率の各比率は、全てにおいて早期健全化基準を
下回り、本市財政は適正に運営されている。しかしながら、合併特例措置
の縮減による地方交付税減少の影響を大きく受けるなか、予定されている
大規模な事業を控え、本市財政を取り巻く環境は、依然厳しい状態が続く
ことが予想される。ついては、自主財源の根幹である市税収入の確保、行財
政改革の推進、財源の効率的かつ効果的な運用に努め、将来にわたり健全
で安定的な行政運営を持続できるよう、更なる財政基盤の確立に向けた
取組みを進められたい。」

【将来負担比率】

　公営企業会計ごとに、事業の規模に対する資金不足額の割合を示すもの。
【資金不足比率】
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その他
77億8,900万3千円

その他
39億4,132万8千円商工費

35億1,754万7千円

衛生費
40億4,027万9千円

教育費
59億76万円

土木費
71億6,655万5千円

公債費
63億4,041万4千円

総務費
74億202万3千円

民生費
221億9,831万1千円

地方消費税交付金
30億4,122万7千円

諸収入
42億6,262万円

県支出金
41億6,403万9千円

市債
43億9,570万円

国庫支出金
80億2,468万2千円

市税
223億5,953万1千円

歳入合計
635億4,414万9千円

歳出合計
605億721万7千円

歳 入

歳 出

民生費
総務費
土木費

教育費
衛生費
商工費
その他

338,286
112,801
109,213
96,623
89,923
61,571
53,605
60,063
922,085

36.7

一世帯あたりの
行政コスト（円） 割合（％）分　野

合　計　

12.2
11.8
10.5
9.8
6.7
5.8
6.5

高齢者、障がい者、生活保護など福祉のための経費

平成31年3月31日現在世帯数　65,620世帯

税務や市役所の全般的な事務の経費

公債費 市債の元金返済や利息の支払いのための経費
道路・公園・河川などを整備する経費

小中学校の整備・運営や社会教育のための経費
各種検診やごみ処理等の経費
中小企業の支援、観光など商工業振興の経費
議会運営、労働者の支援、農林業の振興、消防に関する経費

○一世帯あたりの行政コスト

19,515,749
1,892,801
14,813,835

69,924
503,368

36,795,677

18,821,193
歳　出歳　入区　分

1,883,560
14,555,635

65,047
503,368

35,828,803

国民健康保険

（単位 ： 千円）

後期高齢者医療
介護保険（保険事業勘定）
介護保険（介護サービス事業勘定）
千塚町上川原産業団地

合　計

○特別会計

2,770,827
345,953
3,971,150
2,123,834

2,352,512
支　出収　入区　分

1,828,587
3,696,267
3,464,599

収益的収支（事業運営を目的とした収支）水道事業

下水道事業

（単位 ： 千円）

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は、積立金等で補てんしています。

※都市計画税の使途の詳細については、栃木市ＨＰへ掲載しております。

資本的収支（施設整備を目的とした収支）
収益的収支（事業運営を目的とした収支）
資本的収支（施設整備を目的とした収支）

平成30年度 9.8% 43.3%
25.0% 350.0%
35.0%

16.58%
30.00%

11.58%
20.00%

―
（実質赤字額なし）

―
（連結実質赤字額なし）

健全化判断比率 実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

早期健全化基準
財政再生基準

○企業会計

59,579,313 57,978,475 94,733,493

市債全体（一般会計・特別会計・企業会計）一般会計

91,515,045
29年度末 30年度末 29年度末 30年度末

（単位 ： 千円）○市債残高（臨時財政対策債を含む）

都市計画税

16,002

760,271

・消防施設整備のための支出

使いみち税　目 収入額

入湯税 ・観光振興のための支出

・上記の事業を実施したときに借入れた市債の返済のための支出
・土地区画整理、下水道整備等のための支出

（単位 ： 千円）○目的税の使いみち

健全化判断比率等についてお知らせします

―
（資金不足なし）

―
（資金不足なし）

―
（資金不足なし）

水道事業会計 下水道事業会計 千塚町上川原産業団地特別会計

地方交付税
95億734万7千円

大平町富田　新モデルハウス
堂々OPEN！見学予約随時受付中
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